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研究成果の概要（和文）：地域診断の重要性は広く認識されているが、現状では十分ではなく、政策策定に活か
されていないなどの課題がある。本研究では、独自の地域診断支援システムを開発し、自治体職員、NPO、企業
と連携し、ワークショップなどを通じた共同研究を実施し、自治体の事業計画作成のために利活用できるような
地域診断活用支援プログラムの開発を試みた。ワークショップの開催を通じて、地域課題の共有が進み、地域課
題を解決するために関係機関との連携を深める取組みへと発展した。厚生労働省が提唱している「多様な主体に
よる生活支援サービスの重層的な提供」を実現するためには、地域診断結果を関係者で共有するワークショップ
は有用だと考える。
 

研究成果の概要（英文）：Although the importance of　Community diagnosis is widely known, it is not 
utilized in policy formulation.In this research, we developed a Community diagnosis support system, 
collaborated with municipal officials, nonprofit organizations and companies, conduct joint research
 through workshops,and develop an area that can be used for insurer's business plan creation We 
tried developing a diagnostic application support program. Through the holding of workshops, the 
sharing of regional issues progressed and developed into efforts to deepen collaboration with 
related organizations in order to solve regional issues. In order to realize "multilayered provision
 of living support services by diverse entities" advocated by the Ministry of Health, Labor and 
Welfare, we think that a workshop sharing regional diagnosis results is useful.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地域診断により、客観的なデータに基づい

て地域の課題を把握することは、地域の事業
の見直しや新たな事業の予算化のための根
拠となる。また、地域診断により保健・医療・
介護・福祉に関わる様々な課題が明らかにな
れば、分野横断的なアプローチによる地域包
括ケアシステムの推進に大きく貢献する可
能性がある。しかし、地域診断の重要性は広
く認識されているものの、現状では有効な地
域診断が十分にできていない、統計データを
十分に活用できていない、地域診断の結果が
十分に共有されていないなどの課題がある。
また、地域診断を実施した際に、その結果を
どのように施策に結びつけるのかも重要な
問題である。 
一方、地域包括ケアシステムの構築に向け

て、住民・地方自治体が情報を利活用できる
地域包括ケア「見える化」システムが厚生労
働省のホームページに開設された。Japan 
Gerontological Evaluation Study （ 以 下
JAGES：日本老年学的評価研究）では、その
プロトタイプとなった、多保険者・地域間で
地域診断のためのベンチマーク（数値指標に
よる比較）・システムを平成 22-24 年度厚生
労働省の指定研究で開発した。JAGES では、
平成 26 年度より、このベンチマークシステ
ムを活用し，データ提供頂いた 102 保険者、
117 市区町村（平成 27 年）に対して「地域
診断書」を作成し、自治体が根拠に基づく第
6 期介護事業計画の策定を行えるように支援
を行う事業を行った。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、自治体から第 6期介護事業計
画に向けた日常生活圏域ニーズ調査（以下、
ニーズ調査）のデータを収集し、集計・比較
をして、地域診断書に結果をまとめた。作成
した地域診断書は、自治体へ返却し、返却し
た市町村の中から、研究協力の了承の得られ
た研究対象自治体に設定した。研究対象自治
体の中でも、北海道余市町では、介護保険事
業計画を作成するための対話の機会を提供
することを目的に全3回のワークショップを
開催した。ワークショップの開催によって、
地域診断と介護保険事業計画を結び付ける
試みを行った。将来的には、本研究で行った
ワークショップをプログラム化し、保険者の
介護保険事業計画作成の一助になることを
目指している。 
 
３．研究の方法 
まず、余市町のニーズ調査データを基に地

域診断書を作成した。地域診断書の詳細につ
いては、介護予防政策サポートサイト
http://www.yobou_bm.umin.jp/cycle/hajim
ete.html に詳細を記載している。地域診断と
は、対象となる地域のきめ細かい観察や既存
の統計を通して、地域ごとの問題・特徴を把
握することを言う。地域診断書では、その地

域診断の結果を個人の健診の結果レポート
のように地域全体を一覧でき、どこに課題が
あるのかが一目で分かるようになっている。 
地域診断書で指標化した 1５項目は、基本

チェックリストの項目から構成される 10 項
目[1）運動器機能低下者割合、2）低栄養者
割合、3）口腔機能の低下者割合、4）閉じこ
もり者割合、5）認知機能の低下者割合、6）
虚弱者割合、7）うつ予防者割合、8)IADL 低
下者割合、9）知的能動性低下者割合、10）
社会的役割低下者割合]と社会参加の項目で
ある 4 項目[11）ボランティア参加者割合、
12）スポーツの会参加割合、13）趣味の会参
加割合、14）老人クラブ参加割合]その他の
項目[15）独居者の割合]である。これらの指
標について102保険者の自治体間比較を行っ
た。各項目について、リスク該当者と参加者
の割合を算出し、102 保険者の値を大きい方
から並べ 5 等分し、上位から「良好群」「や
や良好群」「中央値群」「やや不良群」「不良
群」とし、他の保険者との相対比較（ベンチ
マーク）をした。 
さらに地域診断書からリスクの高かった

指標を 3項目抽出し、どこの小地域がよりリ
スクが高かったのか小地域間比較を行った。 
地域診断活用支援プログラムの開発を行

うため 3 回のワークショップを行った。1 回
目は、地域診断について知り、第 6期介護保
険事業計画に向けて現状の町の課題を知る。
2 回目は、町の課題について共有し、町内外
の現状のリソースを確認して、課題解決の可
能性を探る。3 回目は新たなリソースの展開
を探索し、具体的な事業計画に落とし込むと
いうプロセスで実施した。 
出席組織については会を重ねるごとに拡

大し、参加者が増加した。多様な視点から意
見交換が出来るように行政・保健・福祉従事
者・NPO・企業が連携したワークショップに
なるよう配慮を行った。 
1 回目のワークショップの参加組織：役場

高齢福祉課、地域包括支援センター、近隣デ
イサービス職員の計 12 名 
2 回目のワークショップの参加組織：役場

高齢福祉課、地域包括支援センター、在宅介
護支援センター、居宅管理者、ケアマネジャ
ー連絡協議会、訪問看護管理者、訪問介護管
理者、近隣病院相談員、近隣病院薬剤師の計
24 名 
3 回目のワークショップの参加組織：役場

高齢福祉課、地域包括支援センター、近隣病
院、近隣介護保険施設、近隣訪問看護事業所、
近隣訪問介護事業所、NPO 団体、観光協会、
社会福祉協議会、保健推進委員会、民生委員
会の計 36 名であった。 
 

４．研究成果 
第１回地域診断ワークショップのプログ

ラム構成は、参加者間の自己紹介を行った後、
地域診断書についての説明を行い、その後、
グループワープ（以下 GW）を行った。このワ



ークショップの特徴は GW を重視する点にあ
る。 
最初の GW は、地域診断書を見る前に地域

診断書予想シートを用いて、15 指標の結果を
予想して頂くことから始めた。実際に事業計
画で解決すべき課題は行政の方も福祉従事
者の方も双方に課題が腹落ちしていないと
課題解決できるかどうかが難しい。この GW
ではそれぞれの指標が他の市町村に比べて、
どのような状況にあるのか認識をして頂く
ために、事業に参加した 102 保険者の平均値
より大きいか小さいか平均ぐらいかの3段階
で事前予想をして頂いた。予想について、立
場や経験によってグループ内で予想が一致
しないグループもあり、課題の捉え方も一様
でないことがわかった。この GW でいかにそ
れぞれの方が考えていることが違い、見方が
多様であることをそれぞれ認識して頂く機
会になった。 
GW の 2つ目は、地域診断書を見て、予想と実
際の結果が違った所などを中心に意見交換
をして頂いた。地域診断書という客観的に課
題を数値で見ることができる資料を共有す
ることによって、普段、それぞれ業務を行っ
ている中で考えている疑問や課題を共有、議
論するきっかけが生まれ、テーブルに対話が
生まれてきた。対話することによって、以前
は見えなかった地域課題がそれぞれ挙がっ
てきており、「以前から感覚で思っていた課
題が共有できた。」などの意見が出され、他
の業務の従事者と対話することで、地域課題
が浮き彫りになるものだと実感する GW とな
った。GW の３つ目は、地域課題が見えてきた
後に、その地域課題を解決するためには何が
必要か現状の町内のリソースを確認する GW
を行った。課題を解決するための材料が町の
中に既にあるのか、外部に求めるのかを確認
する機会を提供した。地域課題の中には、日
頃から課題と認識されているが、それが町内
で解決できる問題ではなかったので、ずっと
そのままにされてきた地域課題なのか、新た
に生まれてきた地域課題なのか、課題解決に
対して、関係機関が協力することができれば
解決する問題なのか、地域課題の特性によっ
て、解決に向けた今後のアプローチが異なる
からである。 
GW では、現在町内にある資源や、あったら良
いと思う資源を参加者が自由に出し合い、そ
の結果、現在ある資源を充分知らない、また
知っていても活動状況を把握していないな
ど、参加者自身が気付く場面も見られ、「こ
のワークショップに参加して楽しかった」、
「もっと町民や色々な方が参加してできれ
ばいいと思った」、「こんな会合なら長くても
大丈夫」等の意見・評価を頂き、ワークショ
ップを終了した。 
 地域診断ワークショップを通して、地域診
断の結果を踏まえ、現場の福祉従事者の意見
を集約し、どのように介護保険事業計画を作
っていくのか、対話をする機会を設ける重要

性を再認識した。地域診断書について、対話
を重んじた地域住民へ向けた説明資料とし
てはまだまだ改良が必要であるが、同じ資料
を通して同じ地域に住んでいる方が話し合
うきっかけとして地域診断書を活用できた
ことは、地域診断を普及・活用するための重
要な示唆であった。地域課題は地域との対話
から明らかになることがわかり、地域の対話
を生むために地域診断書を活用する新たな
可能性も生まれた。地域課題を地域のリソー
スとつなげることで、解決策の多様性が生ま
れ、町独自のグッド・プラクティスが創出さ
れる可能性がある。参加者からは、この GW
で、次にどのようなステップを踏めば課題解
決に向かうのかが共有できて、地域全体が次
の1歩に進むきっかけができたという前向き
な意見も出ていた。 
今後は、地域診断の視点を持つ保健師や地域
コーディネーターと協働し、継続的に対話の
機会を設け、地域課題解決のため、関係機関
との連携を深める取組を行っている。厚生労
働省が提唱している「多様な主体による生活
支援サービスの重層的な提供」のモデルを実
現するためには、本研究のような地域診断を
実施し、実際に事業計画に活用していく取組
が重要だと考える。 
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